
まえがき
　令和７年度の税制改正関連法は、３月31日に成立し、４月１日に施行となりました。
　今回の改正では、物価上昇局面における税負担の調整及び就業調整対策の観点から
所得税の基礎控除の控除額及び給与所得控除の最低保障額が引き上げられ、特定親族
特別控除が創設されました。
　また、成長意欲の高い中小企業の設備投資を促進し地域経済に好循環を生み出すた
めに、中小企業経営強化税制が拡充されました。
　この小冊子では、項目ごとの具体的な改正点と解説を掲載しています。令和７年度
税制改正の全体像の理解とポイントを押さえる上でのツールとして皆様にご活用いた
だき、お役立ていただければ幸いです。
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付録 主な令和７年度改正早見表

主な凡例
・所　法→所得税法　　　　・法　法→法人税法　・消　法→消費税法
・措　法→租税特別措置法　・地　法→地方税法　
・改正法→所得税法等の一部を改正する法律
・電帳法→電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律
・�国税オンライン化省令→�国税関係法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する

省令
・�防衛財源確保法→�我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必要な財源の確保に関する特別

措置法
※本冊子は、令和７年4月1日現在の法令等に基づいて作成しています。




